
様式１

令和元年度（２０１９年度）採択プログラム　中間評価調書（中間評価後修正変更版）※中間評価時からの修正

６． 主要区分

最も関連の深い区分
（大区分）

A

最も関連の深い区分
（中区分）

3 歴史学、考古学、博物館学およびその関連分野

最も関連の深い区分
（小区分）

3030

次に関連の深い区分
（小区分）【任意】

岡山大学大学院社会文化科学研究科日本・アジア文化専攻、岡山大学大学院社会文化科学研究科人間社会文化専
攻、岡山大学大学院社会文化科学研究科社会文化学専攻、長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社会学専
攻、熊本大学大学院社会文化科学教育部現代社会人間学専攻、熊本大学大学院社会文化科学教育部文化学専攻、
熊本大学大学院社会文化科学教育部人間・社会科学専攻、総合研究大学院大学文化科学研究科日本歴史研究専
攻、国立歴史民俗博物館、浙江工商大学東方語言文化学院、ロシア人文大学東洋古典学研究所、イオン株式会
社、公益財団法人イオン環境財団、株式会社JTB総合研究所、千葉銀行、京葉銀行

（【1902】機関名：千葉大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

連合大学院
共同教育課

程 12

11． 連携先機関名（他の大学、民間企業等と連携した取組の場合の機関名）

８．
学生の所属する
専攻等名

千葉大学大学院人文公共学府人文科学専攻、千葉大学大学院人文公共学府公共社会科学専
攻、千葉大学大学院人文公共学府人文公共学専攻、千葉大学大学院融合理工学府数学情報科
学専攻、千葉大学大学院総合国際学位プログラム、岡山大学大学院社会文化科学研究科日
本・アジア文化専攻、岡山大学大学院社会文化科学研究科人間社会文化専攻、岡山大学大学
院社会文化科学研究科社会文化学専攻、長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社会学専
攻、熊本大学大学院社会文化科学教育部現代社会人間学専攻、熊本大学大学院社会文化科学
教育部文化学専攻、熊本大学大学院社会文化科学教育部人間・社会科学専攻、総合研究大学
院大学先端学術院先端学術専攻日本歴史研究コース

（主たる専攻等がある場
合は下線を引いてくださ
い。）

9． 連合大学院又は共同教育課程による実施の場合、その別
※ 該当する場合には○を記入

10. 本プログラムによる学位授与数（年度当たり）の目標
※補助期間最終年度の数字を記入してください。

卓越大学院プログラム　プログラムの基本情報 [公表。ただし、項目1２、１３については非公表]

機関名 千葉大学 整理番号 1902

１．

プログラム名称 アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム

英語名称 Applied Humanities Program for Cultivating Global Leaders

５． 設定する領域

最も重視する領域
【必須】

②社会において多様な価値・システムを創造するような、文理融合領域、学際領域、新領域

関連する領域（１）
【任意】

④世界の学術の多様性を確保するという観点から我が国の貢献が期待される領域

（よねむら　ちよ）

氏名（職名）
米村　千代（千葉大学大学院人文科学研究院行動科学研究部門社会学

 講座・教授、特命理事）

ホームページ
(URL) https://jinbun-takuetsu.chiba-u.jp/top/index.html

２． 全体責任者
（学長）

※ 共同実施のプログラムの場合は、全ての構成大学の学長について記入し、申請を取りまとめる大学（連合大学院によ
るものの場合は基幹大学）の学長名に下線を引いてください。

　  ふりがな （なかやま　としのり）

氏名（職名） 中山　俊憲 （千葉大学長）

関連する領域（２）
【任意】

関連する領域（３）
【任意】

４．
プログラム

コーディネーター

　　ふりがな

３． プログラム責任者

  ふりがな （やまだ　まさる）

氏名（職名）
山田　賢　（千葉大学大学院人文科学研究院歴史学研究部門図像情報史学

 講座・教授、副学長）

７．
授与する博士学
位分野・名称 博士（文学）または博士（学術）または博士（公共学）

アジア史およびアフリカ史関連

次に関連の深い区分
（大区分）【任意】

J

次に関連の深い区分
（中区分）【任意】

1



様式１

[公表]

プログラム担当者一覧
※「年齢」は公表しません。

（プログラム責任者）

21 荒井　幸代 ｱﾗｲ ｻﾁﾖ
千葉大学大学院工学研究院総合工学講座・教
授

博士
（工学）

分散人工知能
自律分散シス
テム

Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（データサイエン
ス）

1

（【1902】機関名：千葉大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

20 牛谷　智一 ｳｼﾀﾆ ﾄﾓｶｽﾞ
千葉大学大学院人文科学研究院行動科学研究
部門認知情報科学講座・准教授

博士
（文学）

認知科学
Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（データサイエン
ス、AI基礎）

1

知的情報処理
（人工知能）

Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（データサイエン
ス、AIに基礎づけられた俯瞰
力の獲得）

1

19 松香　敏彦 ﾏﾂｶ ﾄｼﾋｺ
千葉大学大学院人文科学研究院行動科学研究
部門認知情報科学講座・教授 Ph.D.

認知科学
認知計算モデ
ル

18 阿部　明典 ｱﾍﾞ ｱｷﾉﾘ
千葉大学大学院人文科学研究院行動科学研究
部門認知情報科学講座・教授

博士（工
学）

Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（データサイエン
ス）

1

1

1

17 傳　康晴 ﾃﾞﾝ ﾔｽﾊﾙ
千葉大学大学院人文科学研究院行動科学研究
部門認知情報科学講座・教授

博士
（工学）

コーパス言語
学
認知科学

Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（データサイエン
ス）

1

16 竹内　比呂也 ﾀｹｳﾁ ﾋﾛﾔ
千葉大学大学院人文科学研究院日本・ユーラ
シア文化研究部門日本言語文化論講座・教
授・副学長

文学修士 図書館情報学
Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（人文情報学）

ｲｼﾄﾞ ﾋｶﾘ 千葉大学大学院国際学術研究院・教授 Ph.D.

アジアユーラシアプログラム
担当（広域比較） 1

国際社会学
移民研究

アジアユーラシアプログラム
担当（アジアユーラシアにお
ける移民の国際社会学）

1

15 Julian　Biontino ﾕﾘｱﾝ ﾋﾞｵﾝﾃｨｰﾉ 千葉大学大学院国際学術研究院・助教
博士（歴史
教育）

日韓関係史

14 福田　友子 ﾌｸﾀﾞ ﾄﾓｺ 千葉大学大学院国際学術研究院・准教授
博士
（社会学）

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア国際関係史、
ヨーロッパのアジア研究）

1

13 高光　佳絵 ﾀｶﾐﾂ ﾖｼｴ 千葉大学大学院国際学術研究院・准教授
博士
（法学）

国際政治史
アジアユーラシアプログラム
担当（環太平洋国際政治、デ
ジタル化資料論）

1

アジアユーラシアプログラム
担当（モンゴル） 1

9 大森　雅子 ｵｵﾓﾘ ﾏｻｺ
千葉大学大学院人文科学研究院国際言語文化
学研究部門比較文化論講座・准教授

Ph.D.
博士（学
術）

ロシア文学
アジアユーラシアプログラム
担当（ロシア）

12 高　民定 ｺｳ ﾐﾝｼﾞｮﾝ 千葉大学大学院国際学術研究院・准教授
博士
（学術）

社会言語学、
日本語教育、
韓国語教育

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア、異文化間言
語接触）

1

国際経済論

アジアユーラシアプログラム
担当（東南アジア：千葉大学
バンコク・キャンパス 実践
的フィールド教育）

1

11 倉阪　秀史 ｸﾗｻｶ ﾋﾃﾞﾌﾐ
千葉大学大学院社会科学研究院政治学・政策
学研究部門公共政策学講座・教授 経済学学士

環境政策論
環境経済論

10 石戸　光

生体人類学
アジアユーラシアプログラム
担当（東南アジア） 1

8 児玉　香菜子 ｺﾀﾞﾏ ｶﾅｺ
千葉大学大学院人文科学研究院日本・ユーラ
シア文化研究部門ユーラシア言語文化論講
座・准教授

博士
（文学）

文化人類学
環境人類学

7 小谷　真吾 ｵﾀﾞﾆ ｼﾝｺﾞ
千葉大学大学院人文科学研究院行動科学研究
部門文化人類学講座・教授

博士
（学術）

6 栗田　禎子 ｸﾘﾀ ﾖｼｺ
千葉大学大学院人文科学研究院歴史学研究部
門図像情報史学講座・教授

博士
（学術）

現代史
中東地域史

アジアユーラシアプログラム
担当（中東・イスラーム地
域）

1

5 内山　直樹 ｳﾁﾔﾏ ﾅｵｷ
千葉大学大学院人文科学研究院行動科学研究
部門哲学講座・教授

博士
（文学）

中国哲学
副プログラムコーディネー
ターアジアユーラシアプログ
ラム担当（中国）

1

国際関係論、
中東・イラク
政治

副プログラムコーディネー
ター、アジアユーラシアプロ
グラム責任者、アジアユーラ
シアプログラム担当（中東地
域　グローバル関係論）

1

4 小澤　弘明 ｵｻﾞﾜ ﾋﾛｱｷ 千葉大学理事（教育担当） 国際学修士
歴史学
国際関係論

3 酒井　啓子 ｻｶｲ ｹｲｺ
千葉大学大学院社会科学研究院政治学・政策
学研究部門国際社会科学講座・教授

博士（地域
研究）

副プログラムコーディネー
ター、Digital Humanities
2.0プログラム責任者

1

2 米村　千代 ﾖﾈﾑﾗ ﾁﾖ
千葉大学大学院人文科学研究院行動科学研究
部門社会学講座・教授、特命理事

博士
（社会学）

（プログラムコーディネーター）

家族社会学
歴史社会学

各プログラムの取りまとめ、
企画運営委員会委員長 3

1 山田　賢 ﾔﾏﾀﾞ ﾏｻﾙ
千葉大学大学院人文科学研究院歴史学研究部
門図像情報史学講座・教授、副学長

博士
（文学）

中国史 全体統括 3

ﾌﾘｶﾞﾅ 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位

１4．

現在の専門 役割分担
ｴﾌｫｰﾄ
(割合)番号 氏名

2



様式１

[公表]

アジアユーラシアプログラム
担当（比較文化論） 1

1

（【1902】機関名：千葉大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

1

45 森　元斎 ﾓﾘ　ﾓﾄﾅｵ
長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・准教授

博士
（人間科
学）

哲学、倫理学
アジアユーラシアプログラム
担当（比較文化論）

1

44
ｷﾞｭﾙﾍﾞﾔｽﾞ ｱﾌﾞﾄﾞｩ
ﾙﾗｯﾊﾏﾝ

ｷﾞｭﾙﾍﾞﾔｽﾞ
ｱﾌﾞﾄﾞｩﾙﾗｯﾊﾏ

ﾝ

長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・准教授

46 野上　建紀 ﾉｶﾞﾐ ﾀｹﾉﾘ
長崎大学大学院多文化社会学研究科・多文化
社会学専攻・教授

博士
（文学）

近世考古学、
水中考古学、
陶磁史、海上
交易史

清家　章

33 石田　友梨 ｲｼﾀﾞ ﾕﾘ

歴史社会学
国際社会学

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア）

賽漢卓娜 ｻｲﾊﾝｼﾞｭﾅ
長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・教授

博士
（教育学）

文化人類学
アジアユーラシアプログラム
担当（文化人類学）

アジアユーラシアプログラム
担当（オランダ・ヨーロッ
パ）

38 王　維 ﾜﾝ ｳｪｲ
長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・教授

博士
（学術）

文化人類学
比較文化

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア）

26 遊佐　徹 ﾕｻ ﾄｵﾙ
岡山大学学術研究院社会文化科学学域・教
授・学域長

修士（文
学）

中国文学
アジアユーラシアプログラム
担当（中国） 1

135 中谷　文美 ﾅｶﾀﾆ ｱﾔﾐ 岡山大学・文明動態学研究所・教授

博士
（社会人類
学）

2

34 北川　博史 ｷﾀｶﾞﾜ ﾋﾛｼ 岡山大学学術研究院社会文化科学学域・教授
博士
（文学）

経済地理学、
地域公共政策
論、地域経済
論

アジアユーラシアプログラム
担当（地理学） 1

1西田　陽介 ﾆｼﾀ　ﾖｳｽｹ32

1

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア近現代） 10

25 橋本　知子 ﾊｼﾓﾄ ﾄﾓｺ
千葉大学人文科学研究院国際言語文化学研究
部門比較文化論講座・准教授

博士
（文学）

フランス文学
アジアユーラシアプログラム
担当（比較文化）

24 伊東　久智 ｲﾄｳ ﾋｻﾉﾘ
千葉大学人文科学研究院歴史学研究部門図像
情報史学講座・助教

博士
（文学）

日本近代史

23 小風　尚樹 ｺｶｾﾞ ﾅｵｷ 千葉大学人文社会科学系教育研究機構・助教
修士
（文学）

１４．プログラム担当者一覧（続き）

Digital 
Humanities, 
近代イギリス
海事史
（Master of 
Arts 
(Digital 
Humanities))

Digital Humanities2.0
（データサイエンス） 10

22 樋口　篤志 ﾋｸﾞﾁ ｱﾂｼ
千葉大学環境リモートセンシング研究セン
ター衛星データ処理室・准教授

博士
（理学）

水文学
衛星気候学

Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（地球観測衛星
データ解析）

1

役割分担
ｴﾌｫｰﾄ
(割合)氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位 現在の専門

アジアユーラシアプログラム
担当（刑法） 1

28 吉田　浩 ﾖｼﾀﾞ ﾋﾛｼ
岡山大学学術研究院社会文化科学学域・准教
授

修士
（文学）

西洋史学

27 一原　亜貴子 ｲﾁﾊﾗ　ｱｷｺ 岡山大学学術研究院社会文化科学学域・教授
修士
（法学）

刑法学

アジアユーラシアプログラム
担当（ロシア） 1

岡山大学学術研究院社会文化科学学域・准教
授（特任）

博士
(地域研究）

イスラーム思
想史

Digital Humanities 2.0プロ
グラム担当（人文情報学、
データサイエンス）

1

岡山大学学術研究院社会文化科学学域・教授
博士（学
術）

経営学
アジアユーラシアプログラム
担当（経営学）

ｾｲｹ　ｱｷﾗ31 岡山大学学術研究院社会文化科学学域・教授
博士（文
学）

考古学
アジアユーラシアプログラム
担当（考古学）

29 土口　史記 ﾂﾁｸﾞﾁ ﾌﾐﾉﾘ
岡山大学学術研究院社会文化科学学域・准教
授

博士
（文学）

中国古代史
アジアユーラシアプログラム
担当（中国） 1

30
アジアユーラシアプログラム
担当（南アジア） 1和田　郁子 ﾜﾀﾞ ｲｸｺ

岡山大学学術研究院社会文化科学学域・准教
授

博士
（文学）

南アジア、イ
ンド洋海域史

長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・准教授

博士（国際
経済法学）

比較政治学
アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア） 1

41 滝澤　克彦 ﾀｷｻﾞﾜ ｶﾂﾋｺ

1

37 木村　直樹 ｷﾑﾗ ﾅｵｷ
長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・教授

博士
（文学）

日本近世史
日蘭関係史

アジアユーラシアプログラム
担当（オランダ・ヨーロッ
パ）

36 葉柳　和則 ﾊﾔﾅｷﾞ　ｶｽﾞﾉﾘ
長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・教授

博士
（文学）

文化社会学
文化史

1

1

記号論、言語
学

43

42 南　誠 ﾐﾅﾐ ﾏｺﾄ
長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・准教授

博士
（人間・環
境学）

39 小松　悟 ｺﾏﾂ ｻﾄﾙ
長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・准教授

博士
（学術）

長崎大学大学院多文化社会学研究科多文化社
会学専攻・教授

博士
（文学）

宗教社会学
アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア）

アジアユーラシアプログラム
担当（比較文化論） 1

社会学、移民
研究、国際結
婚

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア）

1

開発経済学
環境経済学

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア） 1

40 COMPEL　RADOMIR ｺﾝﾍﾟﾙ ﾗﾄﾞﾐｰﾙ

博士
（人間科
学）

3



様式１

[公表]

69 郭　玲玲 ｶｸ ﾚｲﾚｲ
株式会社ＪＴＢ総合研究所コンサルティング
第四部・主任研究員

修士
（観光学）

インバウンド
マーケティン
グ、観光人材
育成

アジアユーラシアプログラム
担当（実践教育） 1

67 安井　豪 ﾔｽｲ ｺﾞｳ イオン株式会社グループ人材育成部・部長
経営学修士
（専門職）

－
アジアユーラシアプログラム
担当（実践教育） 1

68 山本　百合子 ﾔﾏﾓﾄ ﾕﾘｺ
イオン株式会社社長室シニアマネジャー
公益財団法人イオン環境財団事務局・局長
日本学術会議連携会員

修士
（環境学）

環境社会学
アジアユーラシアプログラム
担当（実践教育） 1

修士
（環境学）

情報学、メ
ディア情報
学、データ
ベース

Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（データベース・
自然言語処理）

10

65 江　静 ｼﾞｱﾝ ｼﾞﾝ
浙江工商大学東方語言文化学院・教授・学院
長

博士（古典
文献学）

中日交流史
アジアユーラシアプログラム
担当（中国現地プログラム） 1

66
Alexander　N.
Meshcheryakov

ｱﾚｸｻﾝﾄﾞﾙ ｴﾇ
ﾒｼｪﾘｬｺﾌ

ロシア人文大学高等経済学院・東洋古典学研
究所・教授

博士
（歴史）

日本文化
アジアユーラシアプログラム
担当（ロシア文化、日露文化
交流）

1

62 西谷　大 ﾆｼﾀﾆ ﾏｻﾙ
国立歴史民俗博物館考古研究系・教授・館長
総合研究大学院大学先端学術院先端学術専攻
日本歴史研究コース・教授

博士
（文学）

東アジア人類
史

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア比較文化） 1

（【1902】機関名：千葉大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

1

59 坂元　昌樹 ｻｶﾓﾄ ﾏｻｷ

1

63 後藤　真 ｺﾞﾄｳ ﾏｺﾄ
国立歴史民俗博物館研究部・准教授
総合研究大学院大学先端学術院先端学術専攻
日本歴史研究コース・准教授

博士
（文学）

人文情報学
Digital Humanities2.0プロ
グラム担当（総合資料学） 1

64 亀田　尭宙 ｶﾒﾀﾞ ｱｷﾋﾛ 国立歴史民俗博物館研究部・特任助教

154 シンジルト ｼﾝｼﾞﾙﾄ

文化人類学・
民俗学、文化
資源、文化
財・文化遺
産、観光

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア） 1

河村　有教 ｶﾜﾑﾗ ｱﾘﾉﾘ
長崎大学大学院多文化社会学研究科・多文化
社会学専攻・准教授

博士
（法学）

刑事法学、基
礎法学、新領
域法学、法と
ジェンダー、
アジア法

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア）

国際政治学、
東アジア国際
関係､国際関
係理論

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア） 1

1

ｶｼﾏ ﾋﾛｼ

１４．プログラム担当者一覧（続き）

役割分担
ｴﾌｫｰﾄ
(割合)現在の専門

47 才津　祐美子 ｻｲﾂ ﾕﾐｺ
長崎大学大学院多文化社会学研究科・多文化
社会学専攻・教授

博士
（文学）

49 森川　裕二 ﾓﾘｶﾜ ﾕｳｼﾞ
長崎大学大学院多文化社会学研究科・多文化
社会学専攻・教授

博士
（学術）

48

氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位

55 寺本　渉

中国史
アジアユーラシアプログラム
担当（中国） 1

51 稲葉　継陽 ｲﾅﾊﾞ ﾂｸﾞﾊﾙ
熊本大学文学部附属永青文庫研究センター
長・教授

博士
（文学）

日本史学

50 伊藤　正彦 ｲﾄｳ ﾏｻﾋｺ

52

熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授・
文学部長

博士
（文学）

熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授
博士
（社会学）

1

53 鹿嶋　洋

小畑　弘己 ｵﾊﾞﾀ ﾋﾛｷ 熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授
博士
（文学）

東北アジア先
史学

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア）

熊本大学大学院人文社会科学研究部・准教授
博士
（文学）

山下　裕作 ﾔﾏｼﾀ ﾕｳｻｸ 熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授

社会人類学
アジアユーラシアプログラム
担当（内陸アジア）

ﾃﾗﾓﾄ ﾜﾀﾙ 熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授
博士
（学術）

認知科学

米島　万有子 ﾖﾈｼﾞﾏ ﾏﾕｺ

熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授・
社会文化科学教育部長

博士
（理学）

経済地理学
アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア） 1

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア） 1

博士
（文学）

民俗学・農業
農村工学（旧
農業土木学）

Digital Humanities 2.0プロ
グラム担当（GIS） 1

Digital Humanities 2.0プロ
グラム担当（データサイエン
ス、AI基礎）

1

1

アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア） 1

60 西槇　偉 ﾆｼﾏｷ ｲｻﾑ 熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授
博士（学
術）

比較文学
アジアユーラシアプログラム
担当（東アジア比較文学）

熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授
博士（文
学）

日本文学

61 児玉　望 ｺﾀﾞﾏ ﾉｿﾞﾐ 熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授

57

56 牧野　厚史 ﾏｷﾉ ｱﾂｼ 熊本大学大学院人文社会科学研究部・教授
博士
（社会学）

環境社会学
地域社会学

Digital Humanities 2.0プロ
グラム担当（地理情報システ
ム）

1

修士（文
学）

言語学
アジアユーラシアプログラム
担当（言語類型論・歴史言語
学）

地理学
Digital Humanities 2.0プロ
グラム担当（GIS)

58

4



様式１

[公表]

（【1902】機関名：千葉大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

海外ファイナ
ンス等

アジアユーラシアプログラム
担当（中国市場） 174 守　香菜子 ﾓﾘ　ｶﾅｺ ㈱京葉銀行　執行役員法人営業部係長

学士（経
済）

1

73 吉田　稔 ﾖｼﾀﾞ ﾐﾉﾙ ㈱京葉銀行　執行役員法人営業部長 法学士
海外ファイナ
ンス等

アジアユーラシアプログラム
担当（中国市場） 1

72 𠮷𠮷口　克利 ﾖｼｸﾞﾁ　ｶﾂﾄｼ
㈱JTB総合研究所　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業部　主席研
究員、千葉大学人文社会科学系教育研究機
構・准教授（クロスアポイントメント）

修士（政策
学）

観光学
アジアユーラシアプログラム
担当（中国市場）

海外ファイナ
ンス等

アジアユーラシアプログラム
担当（中国市場） 1

71 太田和　佳孝 ｵｵﾀﾜ ﾖｼﾀｶ
千葉銀行法人営業部成長ビジネスサポート
室・副調査役　国際業務担当 経済学士

海外ファイナ
ンス等

70 三木　秀治 ﾐｷ ﾋﾃﾞﾊﾙ
千葉銀行法人営業部成長ビジネスサポート
室・室長 経済学士

アジアユーラシアプログラム
担当（中国市場） 1

役割分担
ｴﾌｫｰﾄ
(割合)氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ 機関名・所属(研究科・専攻等)・職名 学位 現在の専門

１４．プログラム担当者一覧（続き）
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（【1902】機関名：千葉大学　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

6



様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

平成３１年度（２０１９年度） 

卓越大学院プログラム 計画調書（中間評価修正変更版）※採択時からの修正

[採択時公表] 

（１）プログラムの全体像【１ページ以内】 
（申請するプログラムの全体像を１ページ以内で記入してください。その際、平成３１年度「卓越大学院プログラ
ム」審査要項にある評価項目の「卓越性」、「構想の実現可能性」、「継続性及び発展性」、「実効性」が明確になるよ
うに記入してください。）

※ポンチ絵は不要です。

プログラム趣旨：人文社会科学、とりわけ人文科学における大学院教育は、これまでは往々にして深
い専門性の探求に基づく研究者養成のみに特化し、激動する現代社会の諸課題に柔軟に対応するため
のイノベーション人材養成を中核的な課題として取り上げては来なかった。しかしながら、これまで
以上に多様な背景を持った人々がグローバルに流動、接触し、それとともに発生する摩擦や軋轢もよ
り複雑化しつつある現代世界において、むしろ多様な文化的背景や感性、変動する社会動態に分け入
りながら、その中から課題解決の指針を示し、リーダーシップを発揮していくための新しい人文的学
知はいまこそ必要である。社会実装に架橋するための人文的学知の刷新はただちに果たされるべきで
あり、本プログラムでは、人文科学の発想を基礎に据えながら、進化した Digital Humanities の方
法を融合し、人間社会における未知の事態に対して指針を示し得る、刷新された人文的学知
Humanities Innovationに基づく大学院教育プログラムを臨床人文学という概念で位置づけることに
する。本プログラムはかかる省察・構想に立脚しながら、現代社会の課題に対して、しなやかな文化
的想像力と文理融合的な俯瞰的学知に基づいて多様な存在と協働し、ダイバーシティ社会を主導して
いくトップマネージメント人材を養成する。 
プログラムの特色と卓越性：本プログラムにおける第一の焦点は、アジアユーラシアである。この地
域は日本の針路と深い関係性があるばかりではなく、多民族・多言語・多文化・多宗教が混在する多
元的世界の中から未来社会におけるあらゆる課題が生起している実験場＝「課題先進地域」であり、
まさに変化してやまない世界に対処する力が試される領域でもある。この多様な領域において、本プ
ログラムは、千葉大学が海外拠点を有する東南アジア、東アジア・中国をはじめ、ロシア、さらには
イスラーム世界までを展望する多言語多文化理解プログラムを展開する。連携する教育研究機関・企
業等は全てこれらの地域研究において特色ある研究・実践活動の経験を蓄積しており、これらをネッ
トワークとして統合することによって、多言語多文化多宗教世界であるアジアユーラシア地域を重層
的に洞察することのできる世界的な卓越教育・研究拠点を構築することができる。
本プログラムにおける第二の焦点は、Digital Humanities 2.0である。変動する世界の動向を見通

すためには、GIS（地理情報システム）デジタル情報を通して可視化される環境変動と社会空間を読み
解く技法、あるいは社会調査統計やテキストマイニング、さらに AI によって社会動態のトレンドを
予測する技法も不可欠である。千葉大学は本年度より「数理及びデータサイエンスに係る教育強化」
取組において、高大接続から学部・大学院を一貫する「千葉大学モデル」データサイエンス教育を開
始しており、この優位性を活かしながら、人文知とアジアユーラシア研究の高度化に向けて、多言語
環境での社会統計・地理情報・テキストマイニングにかかる実践的応用教育プログラムを創出する。
本プログラムにおける「臨床学」的 Digital Humanities 2.0とは、グローバルに展開するデータサ
イエンスを、アジアユーラシアの社会動態を掌握するための社会実装に向けてローカライズ、ないし
最適化するための未開拓領域への挑戦である。また、かかる実験的な目的特化型データサイエンス教
育の成果を、再び全学大学院における高度基礎教養へとフィードバックしながら広範に展開・定着さ
せることも本プログラムにおける大学院教育改革への重要な貢献となる。以上のように、文化と感性
の襞に分け入るミクロな観点・技法（close reading）と、データ解析を中核とするデータサイエンス
から俯瞰するマクロな観点・技法（distant reading）とを、二つながら 5年間の体系的履修において
修得することが本プログラムの重要な核心である。 
実現可能性・継続性・発展性：本プログラムは、千葉大学・岡山大学・長崎大学・熊本大学・総合研
究大学院大学・国立歴史民俗博物館の連携を中核として出発するが、当初段階より全国の人文社会系
大学院における人文的学知の波及的刷新、人的資源の全国的結集・相互融通、絶えざる大学院教育の
高度化を目指して連携を拡大していく動態的ネットワークとして想定されている。さらに大学間連携
のみならず、企業と組織的な連携を確保し、クロスアポイントメント等の措置を通して取り組みを実
現するための運営体制を構築する。すでに千葉大学では、連携企業を包括した地域プラットフォーム
を構築しており、養成する人材像とこれを実現するための教育課程の両面において、連携企業と認識
を共有するとともに、プログラム運営のために恒常的な支援を仰いで行く。 
プログラムの実効性：本プログラムの重要な特色は、企業との連携をはじめから内在させていること
である。これまで我が国では人文社会系における産学連携の実績にきわめて乏しかったことは否めな
いが、本プログラムはもとより人文的学知を社会実装へと架橋することを目指すものであり、産業界
とのプログラムの協働実践を通して人文社会系における産学連携を具現化するための基盤的体制は
すでに構築されている。以上のように、本プログラムは、取組大学における大学院改革を実現するの
みならず、人文社会系大学院におけるトップマネージメント人材養成という博士課程人材養成の新し
いモデルを示すとともに、ひいては本プログラムを起点とするネットワークのさらなる拡張を通して
波及的に我が国の人文社会系大学院自体の改革を促すことができる。 
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

（２）プログラムの内容【４ページ以内】 
（国内外の優秀な学生を、高度な「知のプロフェッショナル」、すなわち、俯瞰力及び独創力並びに高度な専門性を
備え、大学や研究機関、民間企業、公的機関等のそれぞれのセクターを牽引する卓越した博士人材へと育成するた
め、国際的に通用する博士課程前期・後期一貫した質の保証された学位プログラムを構築・展開するカリキュラム
及び修了要件等の取組内容を記入してください。また、人材育成上の課題を明確にした上で、その課題解決に向け
検証可能かつ明確な目標を、プログラムの目的にふさわしい水準で設定し記入してください。） 

※プログラムの内容が分かるようにまとめたポンチ絵（１ページ以内）を別途添付してください。（文字数や行数を
考慮する必要はありません。）

本申請プログラムにおける指導体制、カリキュラム、修了要件については、以下の通りである。 

１）指導体制

・5 年一貫の指導体制の構築：優秀な学生を選抜して「知のプロフェッショナル」へと誘導するため

に、5 年を一貫する指導体制を担保し、それぞれの段階（ステージ）ごとにゲートを設け、プログ

ラム所属大学院生の履修状況、到達度等を管理する。

・２，２，１の 3 つのステージ管理と早期修了制度：5 年一貫プログラムとしての連続性と段階性を

明示化するために、5年間の修学期間を、第 1ステージ（1〜2年）、第 2ステージ（3〜4年）、第 3

ステージ（5 年）に分割するとともに、上位ステージに進むためにはゲート審査をパスしなければ

ならないものとする。ただし、これらは標準修学年数であり、所定の要件をクリアしてゲート審査

をパスすれば、第 1 ステージを 1 年〜1.5 年に、第 2 ステージを 1 年〜1.5 年に短縮することがで

きる（早期修了制度）。

・機関横断型指導教員チーム：第 1ステージ（1〜2年次）の指導に当たっては、千葉大学・岡山大学・

長崎大学・熊本大学・総合研究大学院大学のうち、大学院生が所属する大学の教員 1名を主任指導

教員とするほか、他のいずれか 2大学からそれぞれ副指導教員 1名を選任し、計 3名の指導教員チ

ームが当たるものとする。第 2ステージ（3～4年次）については、所属大学の教員 2名と、その他

の二つの大学からそれぞれ 1名の教員を加えた、計 4名の指導教員チームが指導を行う。なお、本

申請プログラムでは、複数大学による機関の枠を超えた連携という特色を活かしながら、5 年一貫

の指導体制と柔軟な大学院生のローテーションによる修学を実現する。すなわち、第 1ステージ修

了時に、プログラム所属大学院生が希望し、かつ指導教員チームが適切であると判断すれば、プロ

グラム所属大学院生の帰属大学を変更することができる（機関間ローテーションシステム）。この

システムは、本申請プログラムに参加する 5大学が、それぞれ特徴的な強みを有するゆえに可能な

方法である。

・メンター制度：第 1ステージ（1〜2年次）においては、3年次以上の大学院生を、第 2ステージ（3

〜4 年次）においては、4〜5 年次の大学院生を、第 3 ステージ（5 年次）においてはすでに博士学

位を取得したものをメンターとして配置し、それぞれのステージにふさわしいレベルの研究活動を

促すべく、メンターから助言・支援を行うものとする。より適切かつ手厚い支援を可能にするため

に卓越大学院担当助教と特任研究員として採用した若手研究者をメンターとして指名し、助言、支

援を行う。

・連携企業プログラム担当者からの助言：令和 5年度より、連携企業から招聘したプログラム担当者

を委員に含むキャリアパス委員会を新設する。第 2、第 3 ステージにおいて、大学院生と面談し、

助言を行い、学生ごとにキャリアパスをカスタマイズする。この取り組みにより優れた学生の自律

的なキャリア形成を実現することを目指す。 

２）カリキュラム

・5年間の一貫的履修を通して二つの柱となるものは、アジアユーラシア研究と Digital Humanities

2.0 である。

【アジアユーラシア研究】アジアユーラシア研究にかかわる講義・演習科目群は、東アジア・東南ア

ジア・西アジア・中央ユーラシア・ロシア等を対象として、それぞれの地域における歴史・文化・

宗教・社会、さらには現地実務経験者による同時代的動向までを微視的に探求する地域研究科目群

と、グローバル関係学・比較文化論等、地域相互の関係性と比較の観点から俯瞰する超域研究科目

群に大別される。さらに、かかる知識基盤の習得を前提にした上で、後述するように研究対象地域

における「フィールド・リサーチ科目」を必修として課す。 

【Digital Humanities 2.0】Digital Humanities 2.0にかかわる講義・演習科目では、(1)社会調査

統計分析、(2)テキストマイニング、(3)GIS（地理情報システム）の３つを習得すべき基本的な技法

として位置づける。本プログラムにおいては、狭い専門領域に関わりなくすべての大学院生が社会

調査統計処理の実装化に向けて、統計学的知見と統計分析ソフトの使用法を習得する。テキストマ

イニングについても、入門的なソフト（KH Coder）の利用による日本語・英語テキストの分析から

開始するが、最終的には R 言語等の利用により、多言語多文化環境の中で、対象とした外国語によ
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るテキストマイニングを実施し、対象とした特定地域における社会文化動態を言語分析から可視化

することが到達目標となる。GIS（地理情報システム）についても公表されている統計データを地図

空間上に可視化することはもちろん、アジアユーラシア地域の社会変動を多角的に洞察するために

は、衛星観測データから得られた多様な自然環境の変動状況を自らの問題意識のもとに解析できる

手法の獲得は不可欠である。本プログラムは千葉大学環境リモートセンシングセンターの全面的な

支援のもとに、最終的にはアジアユーラシア地域を対象とした衛星観測データを R 言語等によって

直接処理する技法の習得を到達目標とする。 

・第 1ステージの履修

【講義・演習科目】：本プログラムに登録した大学院生は、第 1ステージにおいて 12単位のプログラ

ム科目を履修する。12単位のうち、「アジアユーラシア研究法」（１単位）、「Digital Humanities 2.0

研究法」（１単位）を俯瞰力獲得のための導入的必修科目とするほか、１年次、２年次にそれぞれ履

修する「統合研究演習Ⅰ、Ⅱ」（４単位）を、プレゼンテーション・ディスカッション等による応用

力獲得のための発展的必修科目と位置づける（後述）。他の６単位については、〈アジアユーラシア

研究科目群〉〈Digital Humanities 2.0 科目群〉から、それぞれ２〜４単位を選択必修とするが、

それぞれの範疇において履修すべき科目・単位数については、指導教員チームにおいて当該大学院

生が習得すべき能力について検討した上で、もっとも適切な履修科目・修得単位数を指定するもの

とする。必修科目「アジアユーラシア研究法」、「Digital Humanities 2.0研究法」ならびに、必修

選択科目群の中から優先的に履修することを推奨するコア科目については、遠隔授業の実施によっ

て、千葉大学・岡山大学・長崎大学・熊本大学・総合研究大学院大学の５大学の大学院生が同時受

講できるように措置する。なお、アジアユーラシア研究科目群からは、東アジア社会論コア、東南

アジア社会論コア、比較文化論コアを指定し、Digital Humanities 2.0 科目群からは、統計分析基

礎論コア、テキストマイニング基礎論コア、GIS 基礎論コアを指定、ここでそれぞれの導入として

SPSS、KH Coder、QGIS などに触れるとともに、R言語や Pythonの基礎を学ぶ。また、設置科目のう

ちいくつかは必ず集中形式による開講として、５大学の大学院生が同一空間において対面ないしオ

ンラインで授業に参加できるよう体制整備を行う。

なお、集中形式の開講に当たっては、海外のトップクラス研究者や産業界のリーダーなどによる

特別招聘講演等を組み込み、個別的な専門領域を超える俯瞰的な視点の獲得を促す。連携大学（ロ

シア人文大学、浙江工商大学、ハイデルベルク大学、ダラム大学、ライデン大学等）から研究者を

招聘し、対面あるいはオンラインによる講演を実施し、世界のアジアユーラシア研究の多様な関心

と方法を批判的に学修する。また、Digital Humanities 2.0については、産業界における統計分析

やテキストマイニングによる市場動向調査の現在的状況について、当初からの連携先である JTB総

合研究所、イオン株式会社、千葉銀行に加え、ニッセイ基礎研究所、日経リサーチ、日本総研、Adobe

等からトップを招聘して講演を実施する。令和 6年度以降は、この取り組みを、マルチキャリアを

展望するためのプレ・インターン・プログラムとして単位化し、学内および大学間で共有する。こ

のようなかたちで、各大学が開拓してきた尖鋭な教育研究資源を相互に利用可能なかたちで開いて

いく。

【フィールド・リサーチ科目（基礎的異文化理解プログラム）】：本申請プログラムは、大学共同利用

機関（国立歴史民俗博物館）、産業界（イオン株式会社、JTB総合研究所、千葉銀行、Adobe 等）、海

外拠点・海外連携大学（千葉大学バンコク・キャンパス、千葉大学中国オフィス、インドネシアオ

フィス、浙江工商大学、ロシア人文大学、インドネシア・アイルランガ大学）と幅広い連携を確立

している。さらに、連携大学においても、岡山大学はベトナム、ミャンマー、中国等に海外事務所

を、熊本大学は韓国、インドネシア、中国、台湾に、長崎大学はベトナムに海外拠点を有しており、

これらの連携機関の参画のもとに実践的なフィールド・リサーチ科目を準備している。これらのフ

ィールド・リサーチ科目は、受入連携機関の支援のもと、メンターなどの助言を受けながら、大学

院生が自ら主体的にリサーチ・テーマを企画して活動するものである。第 1ステージにおける基礎

的フィールド・リサーチ科目については、必ず国外 1箇所以上を含む 2箇所以上で履修するものと

する。なお、浙江工商大学と千葉大学大学院人文公共学府との間にはダブル・ディグリー協定が結

ばれているほか、博士前期課程大学院生を対象とする交換留学制度は参加大学すべてにおいて豊富

に用意されており、これらの制度を利用して長期にわたって現地に滞在しながら複数のフィール

ド・リサーチに従事することも推奨される。ポストコロナ状況下において、受入れ期間の意向によ

ってはオンラインプログラムによる代替や、対面とオンラインを併用することも可能とし、履修機

会を拡充することとした。このことにより、オンラインおよび対面で公開されている海外のデジタ

ル・ヒューマニティーズ関連のプログラムを履修できる可能性が大幅に広がる。

【合同コロキウムの開催】：3大学においてそれぞれプログラムに所属して学修を進めている大学院生
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を、年度中に一度、原則として 9 月末に対面もしくはハイブリッド方式による集中的な合同ディス

カッションを実施する。この合同コロキウムへの参加は、必修科目「統合研究演習Ⅰ、Ⅱ」単位認

定の条件の一部とする。とくに 2年次 9月に実施される合同コロキウムでは、それぞれのフィール

ド・リサーチの成果と見出した課題、ならびにデータサイエンスの手法を利用したアプローチの可

能性について報告するとともに、第 1ステージの修了要件としているリサーチ・ペーパー（各大学

において管理している博士前期課程修了のための修士論文を以て代替することができる）にかかわ

る執筆計画を相互に報告することを義務づける。

【第 1 ステージ修了のためのゲート審査】：リサーチ・ペーパー提出後に 2 種のゲート審査を実施し

て、合格した者のみに第 2ステージへの進学を認める（従って、第 1ステージから第 2ステージへ

の進学過程において競争的に人数が絞り込まれ、第 2ステージからプログラムに新規追加登録とい

う事態もあり得る）。ゲート審査の第 1は、QE(Qualifying Examination)である。ここで英語、ない

し中国語、ロシア語のいずれかを選択した上での語学能力試験と人文科学基礎教養・人文科学特定

分野専門知識に関わる試験を実施する。なお、語学能力審査は当面これらの言語とするが、審査指

標等を確立し、審査体制が整えば、朝鮮語、モンゴル語、タイ語、インドネシア語など、他のアジ

ア諸地域言語にも範囲を拡大していく。また、これまで人文科学分野については、細分化された多

様な専門分野の中でそれぞれ個別の多様な専門的技能が要求される学問的特性ゆえに、統一的な QE

の可能性自体が十分には検討されてこなかった経緯がある。本申請プログラムでは、５大学と大学

共同利用機関（国立歴史民俗博物館）の連携により、そしてさらなる大学間ネットワークの拡張に

より、人文科学系において共有できる QE を作り上げ、質保証を明示化していくことも目的の一つ

としている。令和 4 年度以降はルーブリックに基づき連携大学で共有する審査体制を開始してい

る。ゲート審査の第 2は、リサーチ・ペーパーと今後の研究計画に関わる面接審査である。この面

接審査は webを利用した参加全大学の中継のもとに実施される。また、リサーチ・ペーパーに関し

ては面接審査までに外国語（当面は英語、ないし中国語、ロシア語のいずれかとする）のサマリー

を提出するものとし、これをリサーチ・ペーパーと一体的に審査する。以上の審査を厳格に実施し

た上で、第 2ステージへの進学者が決定される。

・第２ステージの履修

第 2 ステージにおいて、プログラム所属大学院生は指導教員チーム、メンターの助言を受けなが

ら、自律的に 2年間の研究計画、フィールド・リサーチ計画を立案する。また、アジアユーラシア

研究、Digital Humanities 2.0に関わる履修としては、アジアユーラシア研究発展科目「深度異文

化理解プログラムⅠ・Ⅱ」（各 2 単位、計 4 単位）、Digital Humanities 2.0 発展科目「Digital 

Humanities 2.0 応用研究Ⅰ・Ⅱ」（各 2単位、計 4単位）の 2種を、必修科目として履修する。「深

度文化理解プログラムⅠ・Ⅱ」は、１）事前に熟考された複数のフィールド・リサーチ計画を組み

込み、かつ、２）原則として 6か月以上の期間に及ぶ長期滞在型のリサーチに加え、必要な場合に

は Virtual Exchange と現地渡航を併用するリサーチの実施も可能とする。この深度異文化理解プ

ログラムの計画立案にあたっては、指導教員チームやメンターの助言を受けながら、原則として受

入先と自ら交渉し、実施に移すことを求める。当該科目は、このような事前準備、現地リサーチ、

後述するような最終報告までを含む一連の履修過程を総体として評価するものとする。一方、

「Digital Humanities 2.0 応用研究Ⅰ・Ⅱ」に当たっては、みずから対象地域における調査・研究

テーマを設定し、社会統計分析・テキストマイニング・GIS のうち、いずれか二つの手法を利用し

て分析を行い、その研究成果を報告しなければならない。第 2ステージの修了を認めるゲート審査

に当たっては、第 1ステージ同様、プログラム所属大学院生による合同コロキウムを開催するが、

１）「深度異文化理解プログラム」の成果については英語・中国語・ロシア語のいずれか一言語によ

りプレゼンテーションとディスカッションを行うとともに（「多言語多文化コロキウム」、なおディ

スカッションに必要な人数確保という観点から当面この３言語とするが、条件が整えば他の言語に

拡大する）、２）前述の「Digital Humanities 2.0 応用研究Ⅰ・Ⅱ」に基づくテーマ設定型調査報

告についても、プレゼンテーションとディスカッションを課す。３）あわせて、最終的な学位請求

論文の構想について相互に検討を実施する。ここで以上 3つの内容を持つゲート審査をクリアした

者のみに学位論文執筆資格が認められる。

・第 3ステージの履修

指導教員チームの助言を受けながら学位請求論文を完成させる。学位請求論文の審査は指導教員

チームを基礎として実施するが、最終審査に関しては公開とし、５大学に同時配信することはもち

ろん、配信日時の調整が可能であれば、学位請求論文の取り上げる領域に応じて、本申請プログラ

ムの海外連携大学、あるいは千葉大学海外キャンパスにも同時配信することを原則とする。連携大

学共通の学位論文審査にかかわるルーブリックの導入によって、学位審査の厳格性と基準の統一
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

性、普遍性を担保する。 

３）修了要件

上記のように、第 1ステージ（1〜2年）、第 2ステージ（3〜4年）、第 3ステージ（5年）のそれ

ぞれステージを進むごとにゲート審査制を設ける。具体的には、第 1 ステージでは、アジアユーラ

シア研究科目群・Digital Humanities 2.0科目群の履修、国外１箇所以上を必須とする 2箇所以上

でのフィールド・リサーチ科目の履修、合同コロキウムにおけるフィールド・リサーチ成果報告と

リサーチ・ペーパー執筆構想の報告、QE(Qualifying Examination)の合格、リサーチ・ペーパーの

提出と審査による合格が、ゲート審査合格の条件となる。第 2ステージでは、「深度異文化理解プロ

グラム」の履修による長期海外リサーチ、「Digital Humanities 2.0 応用研究」における自己テー

マ設定型のデータ分析、多言語多文化コロキウムにおける「深度異文化理解プログラム」リサーチ

成果の英語・中国語・ロシア語いずれかの言語による報告（当面この 3 言語とするが、条件が整え

ばこれ以外のアジアユーラシア地域諸言語での実施も視野に入れる）、統計分析・テキストマイニン

グ・GIS の手法を利用した「Digital Humanities 2.0 応用研究」の事例分析報告をゲート審査合格

の条件とする。最後の第 3 ステージでは学位請求論文を提出するが、これを本申請プログラムに参

加する全大学はもちろん、研究領域に関連する海外連携大学に向けての最終公開審査にかけて修了

を認めるものとする。

・人材育成上の課題

人文社会科学系の大学院教育における課題の一つは、優秀な人材の大学院─とりわけ博士後期課

程─への進学率の漸減傾向である。その理由は、修了後のアカデミック・ポスト自体の減少による

就職難と、企業側の求める人材像と旧来型人文社会系大学院における育成人材のミスマッチによる

就職難にあると考えられる。いま大学院教育、とりわけ人文社会科学系に必要な改革は、社会的ニ

ーズに照らしつつ、広くステークホルダーと人材養成イメージを共有することと、そのような人材

養成に向けて大学院教育が付与することのできる能力を明示化し、かかる能力の獲得に向けた教育

課程を設定することである。本申請プログラムは、多元的世界であるアジアユーラシア現地など、

多様な背景を持った人々が混在するダイバーシティ環境において、トップリーダーとして活躍でき

る高度プロフェッショナル人材を養成すべき人材像として明確化した。グローバルな交流が活性化

する現代社会においては、多様な背景を持った人々が絶え間なく流動、接触し、それとともに発生

する摩擦や軋轢もより複雑化しつつある。かかる流動的な現代世界においてこそ、むしろ多様な文

化的背景や感性、変動する社会動態に分け入りながら、その中から課題解決の指針やイノベーショ

ンを発信できる新しい人文的学知は、いまこそ社会実装に向けて刷新されねばならない。そして、

ミクロに社会に分け入っていく能力とともに、同時に必要なのは、自ら現場のデータを収集・分析

し、データの塊から社会変動を鳥瞰し、マクロな観点から適切な指針を示し得る能力である。本申

請プログラムにおけるカリキュラムは、以上のような人材育成上の課題に対して、人文学がいかに

応えるべきかという観点から発想されている。そしてこれらの人材養成目的、ならびにこの目的を

実現するための教育課程の妥当性に関しては、海外交流において経験を蓄積してきた産業界との協

働を通して検証するのが有効である。本申請プログラムの主旨の一つは、大学院教育課程における

企業との協働を通して、いわば蓄積されてきた企業人の海外実務経験から暗黙知を引き出して形を

与え、教育課程の中にビルトインしていくことである。これによって、人文学の新たな価値の創造

と多様なキャリアパスに繋がる教育を展開する。

キャリアパス開拓のための具体的な活動計画と施策は次のとおりである。令和 4 年度より、JTB

総合研究所のクロスアポイントメント教員によるデータ解析連続セミナーを実施し、連携大学にも

オンラインで共有しているが、令和 5 年度、グローバル企業によるインターンシッププログラムを

新たに企画している。令和 5年度には、ニッセイ基礎研究所、日経リサーチ、日本総研等から客員

教授を迎え、文系出身のデータサイエンティストのロールモデルとなっていただくと同時に、プロ

グラムへの助言を得ることにより産学連携の教育体制を強化する。第 1ステージには、連携企業に

よるテーマ共有型プレ・インターン・プログラムを創設し、多面的なキャリア（マルチキャリア）

意識を醸成することを目指す。このプログラムは千葉大学人文公共学府の共通基礎科目として単位

化するとともに連携大学で共有する。卓越大学院委員会にキャリアパス委員会を新設し、企業から

招聘するプログラム担当者を委員に任命する。第 2、第 3 ステージにおいて、委員会による面談を

通して、個々の学生のキャリア展望を具体的に聞き取り、個々の学生の希望に即した適切なインタ

ーンシップにつなげていく仕組みを構築する。 
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様式２

(機関名：千葉大学　プログラム名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

◎プログラムとして設定する検証可能かつ明確な目標【１ページ以内】

項　目 内　容 実　績 備　考
（例）
○○分野の国際学会
における発表者数

平成31～32年度(2019年度～2020年度)－名
平成33年度(2021年度)　○名／年
平成34～37年度(2022年度～2025年度)　○
名／年

令和2～3年度(2020年度～2021年度)－名
令和4年度(2022年度)　○名／年

Ｍ２以上の学生に課す○○○プ
ロジェクトの結果等を活用し、
特に優秀な学生はＭ２から成果
を発表することを想定。

海外において実施す
るフィールド・リ
サーチに参加する大
学院生数

令和2年度　6名
令和3年度　12名／年
令和4年度　18名／年
令和5年度以降　20名／年

令和2年度　6名
令和3年度　5名／年
令和4年度　12名／年

※オンライン国際研究集会含む

1年次大学院生のほぼ半数が参
加、2年次終了までにほぼ全員
が参加。その後、3年次大学院
生の半数が参加、4年次終了ま
でに全員が参加。ここまでで全
員が2回の海外フィールド・リ
サーチを実施。

人文社会科学分野・
認知情報科学分野に
おける国際学会・国
際研究会での発表回
数

令和2年度　2回／年
令和3年度　6回／年
令和4年度　8回／年
令和5年度以降　10回／年

令和2年度　6回／年
令和3年度　6回／年
令和4年度　8回／年

国際学会等の発表であっても、
とくに優秀な大学院生は、1年
次から発表を行うことを想定。

人文社会科学分野・
認知情報科学分野に
おけるレフェリー雑
誌への論文発表件数

令和3年度　1件／年
令和4年度　3件／年
令和5年度　5件／年
令和6年度以降　6件／年

令和3年度　1件／年
令和4年度　5件／年

レフェリー雑誌への論文発表で
あっても、とくに優秀な大学院
生は、2年次から発表を行うこ
とを想定。

修了後に海外に出る
博士取得者数

令和7年度以降　1名／年 令和4年度については該当せず。 修了後に海外に活躍の場を求め
る者が必ず1名以上であること
を想定。

大学以外に職を得る
修了者数

令和7年度以降　6名／年 令和4年度については該当せず。 修了者の半数は大学以外におい
て勤務することを想定。

※適宜行を追加・削除してください。
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様式２

(機関名：千葉大学　プログラム名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

◎本プログラムの学生受入に関する事項【１ページ以内】

本プログラムの学生受入開始（予定）年月日

本プログラムの学生受入予定人数

0 （ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） （ 0 ）

9（ 0 ） 0（ 0 ） 3（ 3 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） （ 3 ）

9（ 0 ） 9（ 0 ） 3（ 3 ） 3（ 0 ） 0（ 0 ） （ 3 ）

9（ 0 ） 9（ 0 ） 12（ 3 ） 3（ 0 ） 3（ 0 ） （ 3 ）

9（ 0 ） 9（ 0 ） 12（ 3 ） 12（ 0 ） 3（ 0 ） （ 3 ）

9（ 0 ） 9（ 0 ） 12（ 3 ） 12（ 0 ） 12（ 0 ） （ 3 ）

9（ 0 ） 9（ 0 ） 12（ 3 ） 12（ 0 ） 12（ 0 ） （ 3 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ） 0（ 0 ）

本プログラムによる学位授与数（年当たり）の目標

R7
(2025) 54

③

令和４～５年度（２０２３年度）３名、令和６年度（２０２４年度）以降１２名（年当たり）

R4
(2022) 36

R5
(2023) 45

R6
(2024) 54

R1
(2019) 0

R2
(2020) 12

R3
(2021) 24

R6
(2024) 54

R7
(2025) 54

博士課程（4年
制）1年

博士課程（4年
制）２年

博士課程（4年
制）3年

博士課程（4年
制）4年

計 合計

R4
(2022) 36

R5
(2023) 45

R3
(2021) 24

R1
(2019) 0

R2
(2020)

①

令和２年（２０２０年）４月１日受入れ開始

②

各年度における本学位プログラムの在籍予定学生数を該当する表に記入してください。括弧内はそのうち課程の途中から編
入を受け入れる予定数を記入してください（編入を受け入れる予定数は、年度ごとに記入してください。編入を行う予定の
年度の翌年度以降は、当該編入予定数は在籍予定学生数に含めてください。）。
※「プログラムの基本情報」（様式１）の「７．授与する博士学位分野・名称」に記載の学位を授与する予定の学生数を記
入してください。

※計及び合計欄は自動的に入力されます。

博士前期課程
1年

博士前期課程
2年

博士後期課程
1年

博士後期課程
2年

博士後期課程
3年

計

12
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（機関名：千葉大学 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム） 
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

（３）大学院全体のシステム改革【２ページ以内】 
（申請大学全体として大学院全体のシステムをどのように改革するのかについて、本事業による取組はどのような位置
づけで、どのような役割を果たすのか、取組のどの様な要素を大学院全体に波及させるのかという観点から、具体的に
記入してください。 
本事業において既に採択されたプログラムがある場合は、既採択プログラムの構想の中で示した大学院システム改革の
取組状況を記入するとともに、大学院システム改革と本事業による取組の関係を明確にしてください。） 

※ポンチ絵は不要です。

大学院システム改革方向性と本事業との関係 

連携と協働に基づく以下の三つのシナジーを創出する。 

第一のシナジーは、学内における文理、あるいは大学院組織を超える協働である。千葉大学では、人

文社会科学系・自然科学系・生命科学系の大きな三つの学問領域が、それぞれ独創的で高度な研究拠

点を有する「トリプル ピーク チャレンジ」（「研究三峰」）を実現すべく、戦略的研究支援を行ってい

る。ただし、「トリプル ピーク チャレンジ」は、人文社会科学系・自然科学系・生命科学系のすべて

の学問領域が高みを目指すことによって、大学全体としてのシナジーを生み出し、総合力を強化する

ことに眼目がある。いずれかが弱体化しているようでは、真に学際的・学融的な協働は期待しがたい

からである。その意味で「トリプル ピーク チャレンジ」とは、確立した三つの軸足の上に、全学を

横断的に貫きながら文理の枠を超えた融合的な教育研究を構想するものであり、中期的な大学院のシ

ステム改革もこの方向性に沿って進められている。その端緒として平成 30年度には、「大学院共通教

育」を試行的に開始した。翌年度より、高大接続から学部・大学院を一貫する「千葉大学モデル」デ

ータサイエンス教育を開始しており、その一環として「大学院共通教育」科目の中に「データサイエ

ンス」を開講している。令和２年度からは学部学生・大学院生すべてに全員留学を課してグローバル

人材育成を進める方針を定めるとともに、一方では大学院課程の文理に関わりなく「千葉大学モデ

ル」データサイエンス教育を開始しており、大学院教育においても、「グローバル人材」養成と「デー

タサイエンス」技能の習得を全学共通の明示的な目的として掲げている。

 本申請プログラムにおける取組の柱となるのは、すでに述べたようにアジアユーラシア研究と

Digital Humanities 2.0であるが、これらは一面から見れば、全学の大学院教育において共有される

人材養成目標を人文学の専門性に向けてローカライズしたかたちであるとも言える。グローバル人材の

養成という目標に照らしたとき、我が国の針路と重要な相関性を持つアジアユーラシア地域の状況を、

〈ことば〉と〈ふるまい〉の分析を通して突き詰めていく異文化理解の観点から掌握することは、我が

国の分厚く蓄積されたアジアユーラシア研究における学知の伝統を継承するものであり、その意味で人

文学の大学院教育においてこそ実現できる「グローバル人材」養成である。ただし、人文学におけるこ

のようなかたちの人材養成は、全学的目標の部分最適化としてのみ位置づけられるわけではなく、それ

を再び全学的グローバル人材養成目標へとフィードバックすることにより、全学の、かつ我が国のグロ

ーバル人材養成に向けて必要な要素の実装を提案することができる。言うまでもなく、生命科学や自然

科学における先端的な技術的交流もまた、必ず技術を受け入れていく社会的背景への理解や、国際的相

互理解や文化的交流を伴いつつ完結していくはずであり、グローバル人材養成には必須の高度な教養で

あると言えるからである。 

 Digital Humanities 2.0 においても事情は同様である。本申請プログラムにおける取組では、統計

分析・テキストマイニング・GISを三つの柱と位置づけつつ、多様な形態の人文的データを、千葉大学

環境リモートセンシングセンターなどの「理系」拠点と協働しながら、アジアユーラシア社会の現在的

課題の可視化に向けて処理する技法を習得する。これは言わば、人文学的な学知を社会実装に架橋する

ための文理融合的「データサイエンス」教育のモデルを提供する試みに他ならない。すなわち、これも

また一面では、「千葉大学モデル」データサイエンス教育を、特定専門領域に向けてローカライズし、

専門性とデータサイエンスを統合しつつ社会実装化する先導的実験である。そして同時に、ここで試行

される多様な「データサイエンス」のプロジェクトは、全学的な「大学院共通教育」へフィードバック

されつつ、大学院共通教育科目「データサイエンス」の科目内容を成熟させていくために貢献すること

ができる。換言すれば、本申請プログラムの取組は、文理・大学院組織の壁を超える協働を目指して端

緒的に設定される「大学院共通教育」を定着させていくためのパイロット事業として、さらには全学大

学院教育の学際的・学融的展開に向けた端緒としても位置付けられるものなのである。 

本プログラムは、令和 2年度よりデジタル・ヒューマニティーズ入門を大学院共通科目として提供し

ているが、今後科目を増設し、人文系卓越大学院発の教育プログラムとしての全学展開を強化する。 
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

本学の二つの卓越大学院プログラムを敷衍した「文系・理系統融合ローテーション演習」や異なる分

野の教員が大学院生を指導する「複数教員指導体制」等の新しい大学院教育システムが始動しており、

特定の大学院組織を超えて全学的に共有される文理学融的履修プログラムとして展開している。令和６

年度に千葉大学に新設される「情報・データサイエンス学府（博士後期課程）には、卓越大学院プログ

ラム担当教員が参加し、全学の分野横断的研究を推進する。組織面の改革としては、国際未来教育委基

幹の基幹キャビネットを再編し、令和 4年度に高等教育センターを設置、令和 5年度以降は大学院教育

を統合的、戦略的に実現するための新センター設置を構想している。本プログラムは、大学院生のキャ

リアパスの多様化や社会実装に関して、全学大学院教育改革のパイロット事業と位置付けられる。

第二のシナジーは、大学間・機関間連携に基づく協働である。現在、世界的に見ても、大学院教育の

高度な学術水準を担保することを目的として、内部に一定の流動性と循環を組み込んだ広域的連携ネッ

トワークの構築と多様なかたちの教育連携が進められている。こうした連携は、とりわけ文化的多様性・

重層性に富んだアジアユーラシア研究においては、それぞれに特色と強みを持った大学間・機関間連携

によって、アジアユーラシアにおける文化的多様性・重層性を隈なく照らし出し、行き届いた理解を可

能にすることができる。すなわち、アジアユーラシアという全体像の掌握が困難な対象への理解を深め

ていくためには、複数の大学や研究機関を貫く横断的な教育研究ネットワークが極めて有効であると言

える。大学間においては、共通の審査基準および共同の審査体制をすべてのステージにわたって実施す

るとともに、連携大学間の共同開講授業に基づいた共同教育プログラムを創設する。

 以上のように、これからの大学院改革は、１）大学内部における学際的・学融的協働と連携教育、な

らびに、２）大学間・機関間協働と連携教育の二つを推進すべきであると考えられるが、本申請プログ

ラムの取組は、そのいずれの地平に向けても開かれている。

第三のシナジーは産業界との協働である。狭い専門分野を超えて社会実装に繋がっていくイノベーシ

ョンを起こすためには、社会的ニーズに注意を払いながら産学協働に基づく教育課程を構築していくこ

とが有効であると考えられる。本プログラムの基本的な構想は、将来産官学の世界において、とりわけ

アジアユーラシア現地におけるトップリーダーとして活躍できる高度プロフェッショナル人材を、豊富

な経験を有する産業界と協働しつつ育成することにある。本プログラムは以上のような着想に基づき、

平成 30 年度より JTB 総合研究所とクロスアポイントメント協定を結ぶとともに、イオン株式会社には

協定に基づく寄附講義（寄附講演）の提供、ならびに海外フィールド・リサーチ実施にかかわる支援を

受ける。さらに、香港・上海・バンコクなどを中心に、東アジア東南アジアへの金融ネットワークを確

立している千葉銀行には、海外フィールド・リサーチの支援を受けるとともに、現地社会動向のデータ

収集・分析などについてもオリエンテーションを仰ぐことになる。 

なお、千葉大学では、令和元年に連携企業と「地方創生戦略研究推進プラットフォーム」を構築、千

葉県域の地方創生に関する課題解決を、グローバルな関係性から取り組んでいくことを決めた。なお、

この取り組みは、令和 4年度に上記企業を全て包摂する千葉県経営者協会と千葉大学との間で連携協定

を締結することによって、より包括的な企業群との連携ネットワークである「地方創生高度人材育成の

ためのコンソーシアム」へと昇華されることになった。令和 5 年度以降は、IT 系企業および企業系シ

ンクタンクおよびグローバル企業との連携を拡充し、新たに開設するプレ・インターン・プログラムを

基盤に産業界との協働を深化させる。令和 5年度以降、産業界から客員教授を増員し、ロールモデルお

よびアドバイザーとして授業や委員会に参加していただくことで学生のマルチキャリアを推進する。産

業界との連携や共同研究、クロスアポイントメントの利用に基づく幅広いカリキュラムの設定は、今後

この方面で立ち後れていた人文社会科学系を嚆矢として、全大学院においてより積極的・体系的に推進

していく必要がある。このようなかたちで産業界からのニーズを組み込んだ教育課程を創成していくこ

とによって、産業界からのプログラム第 3ステージ（博士後期課程）への社会人編入というかたちで、

相互の互恵的協働をさらに強化していくことも想定される。本申請プログラムの試みは、我が国の人文

社会科学系における産学連携の一つのモデルを示し得るとともに、全学的大学院教育へこれをフィード

バックすることによって、より普遍的で幅広い社会的ニーズを組み込んだ新しい「大学院共通教育」を

提案できる。 
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

（４）プログラムの特色、卓越性【２ページ以内】 
（「最も重視する領域」を中心に、申請するプログラムが国際的な観点から見て有している特色、卓越性に関して記入
してください。） 

※ポンチ絵は不要です。

本申請プログラムの特色は以下の 4点である。 

１）「臨床人文学」：新たな Humanities Innovationへ 

本申請プログラムは、「臨床人文学」の名称によって示される通り、人文科学を基礎に据えながら、

社会科学、自然科学（特に情報学、環境学）を融合しつつ展開される学融的プログラムであると同時

に、従来の我が国における人文科学自体の刷新（Innovation）を目指している。人文科学は人類の行

動・歴史・文化などを探求する基礎学の領域であるがゆえに、往々にして社会実装への回路を欠如さ

せた学知であると見なされてきた。しかしながら、人文知の枠組自体を刷新し、その成果を公共化さ

せつつ社会実装へと架橋する動向は、世界的にも各地でその端緒が現れており、本申請プログラムの

第一の特色は、まさに実社会に寄り添う「臨床」の人文知を立ち上げることを明示的に宣言すること

にある。 

２）アジアユーラシア：課題先進地域としての多元的社会

日本列島から北東アジア（ロシア・モンゴル・中国・朝鮮半島）、そして東南アジアからユーラシア

（ロシア、中央アジア・西アジアなどイスラーム地域）にかけてのアジアユーラシア地域は、多文化

が重層的に共存し、あるいは接触と軋轢が繰り返され、未来社会を占うための諸課題が噴出している

「課題先進地域」である。発生する多様な課題に対処するためには、当該地域における文化や感性の

襞にまで立ち入った内在的理解が不可欠であるが、人文科学は社会を形成する個々の感性や価値観の

レベルにまで沈降して微視的な解析を行うことに長けている。本申請プログラムの第二の特色は、機

関横断的な連携を実現することによって、我が国と世界の学術を先導するアジアユーラシア研究のネ

ットワークを構築することにある。なお、欧米の人文社会科学におけるオリエント研究は、制御すべ

き異物としてのアジアユーラシアを解明しようとする志向性に淵源を持つゆえに、我が国における内

在的理解を基礎としたアジアユーラシア研究それ自体が、世界のアジア研究の多様性を確保するため

に、我が国の貢献が求められる学問的領域である。

３）Digital Humanities2.0 ： データサイエンス、AIに基礎づけられた俯瞰力の獲得

人文社会科学においても、デジタル化されたデータの様式を統一し、データ分析と AI利用に向けて

整序していく応用的展開の段階を迎えていることは他の学問領域と変わるわけではない。その中で本

申請プログラムの特色は、デジタル化資料の集中的保有と整理・分析・活用手法の開発に基づく「総

合資料学」を推進する国立歴史民俗博物館と連携し、人文社会科学におけるデジタル化資料活用に関

わる基盤的知識を修得するとともに、千葉大学環境リモートセンシング研究センターに蓄積されてい

るアジアユーラシアの地理空間情報（GIS）から環境変動を、一方、連携組織である JTB総合研究所が

着手しているテキストマイニングによる言説情報から社会的嗜好の変動を解析する手法を習得するな

ど、現時点におけるもっとも先鋭な Digital Humanitiesの成果をビルトインすることにある。このよ

うに、本プログラムを通して、Humanitiesの対象となる社会を、フィールド調査によって獲得される

微視的な感性の領域と、それぞれ性格の異なる大量のデジタルデータから俯瞰する巨視的なデータサ

イエンスの領域との両面から統合的に掌握することにより、高度で緻密な専門性（close reading）

と、データサイエンスに基づく応用的な俯瞰性（distant reading）をともに獲得できる。

４）学知の横断的ネットワーク：大学・企業・法人等設置形態を超えた連携

本申請プログラムは、一大学単独で完結する教育課程ではなく、人文社会科学に基礎を置く複数大

学のアジアユーラシア研究ネットワークの中で共有されるものである。そして、かかる緩やかなネッ

トワークとして展開されるがゆえに、それぞれ独自の強みを持ちながら広く人文社会科学、アジアユ

ーラシア研究を内在させている他大学大学院も容易に参加し得る開かれたものであり、これからも拡

張していく運動として機能することが大きな特色である。

以上のような特色を有する本申請プログラムの卓越性は以下の点にある。

１）アジアユーラシア・グローバルリーダーの育成：機関間連携が実現する強力なネットワーク

代表校である千葉大学は、平成 23年度から 26年度までの連続 4年間、ならびに平成 28年度におい

て、すなわち平成 23 年度から 28 年度までの 6年間の間に 5度、我が国の国立大学の中でもっとも多

くの学生を海外に派遣留学させている（JASSO 調査結果による）。また、かかる背景のもとに平成 26

年度にはスーパーグローバル大学創成支援事業に採択され、さらに平成 28年度には国際教養学部、国
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

際未来教育基幹を新設、平成 29 年度には ASEANとの連携強化を目指して海外キャンパス「千葉大学バ

ンコク・キャンパス」を開所したほか、科学研究費助成事業「新学術領域研究」に基づく千葉大学で

は初めての人文社会科学系の全学研究センター「グローバル関係融合研究センター」を設立してイラ

クをはじめとする中東地域の課題にも取り組むなど、学長のガバナンスのもとにグローバル人材育成

事業を推進してきた。これを大学院教育においてさらに尖鋭なかたちで具現化していくべき段階にあ

る。

また、連携大学である岡山大学・熊本大学は、いずれもスーパーグローバル大学創成支援事業に採

択され、グローバル化対応履修プログラムを遂行しているほか、岡山大学は社会文化科学研究科に

「東アジア国際協力・教育研究センター」を附設、中国東北地域・韓国・ベトナムとの交流を強力に

推進する。一方熊本大学は、人文系の学内共同教育研究施設として旧熊本藩所蔵資料の整理・分析・

利用を進める「永青文庫研究センター」を設置するとともに、中国でも有数の文書史料学研究拠点で

ある安徽大学と連携する。長崎大学においては、大学としての強みである熱帯医療研究を通して南方

アジアとの接触・交流経験を蓄積してきたほか、異文化交流の窓口であった歴史的伝統を踏まえつ

つ、オランダ、東南アジア・東アジア海域世界を重要なフィールドとしながら、多文化社会共生を実

現できるグローバル人材育成を目指した多文化社会学部を平成 26年度に、同研究科を平成 30年度に

設立している。さらに大学共同利用機関として本申請プログラムに参画する国立歴史民俗博物館は、

東アジア世界の中における日本列島の歴史・文化に関するもっとも強力な教育・研究拠点である。こ

のように、本申請プログラムにおいては、それぞれの特色ある強みを有する機関間の横断的連携を実

現することにより、日本列島から東アジア、ロシア・北東アジア、東南アジア海域世界、さらにはイ

スラーム地域までの多元的世界をすべて縦断する教育資源の組織化に基づいて、グローバルリーダー

の育成を実現することができる。アジアユーラシアの多様性をこれほどまでに総合的・統合的に把握

することができる教育研究ネットワークは他に類例がなく、本申請プログラムにおける卓越した特色

である。 

２）データサイエンスの人文的社会実装：Digital Humanities2.0 が開く可能性

代表校である千葉大学においては、2017 年度中に全学横断的な「AI研究会」を設立、あらゆる学問領

域から関連する研究者を網羅して、今後の応用的展開に向けた全学的体制を整備するとともに、平成

30年度には AIの個別テーマへの実践的応用に向けて、全国に先駆けて治療学人工知能（AI）研究セ

ンターを設置した。さらに、令和元年度からは、高大接続から学部教育・大学院教育までを貫く「千

葉大学モデル」データサイエンス教育を実施しており、全学を挙げてデータサイエンス・AI研究教育

に取り組む体制を整備している。また、環境リモートセンシング研究センターにおいては、衛星から

収集されたデジタル化地理情報システム（GIS）の利用が可能であり、応用の前提となるデジタル化資

料についても独自の蓄積資産を保有している。さらに、連携する国立歴史民俗博物館は、「総合資料

学」の提唱によって、デジタル化された文献・画像等の資料情報の統合的整理と解析、利用に関する

研究拠点となっている。このようにデータサイエンスの技法を使用するための基盤はすでに整備され

ている。 

本申請プログラムの教育カリキュラムにおいては、社会調査統計の処理はもちろんのこと、アジア

ユーラシア多言語多文化環境に実装できる多言語対応テキストマイニングと、アジアユーラシア地域

を対象とした衛星観測データを GISツールによって直接処理する技法を獲得する。いわば、本申請プ

ログラムにおけるデータサイエンスは、アジアユーラシア地域の社会変動を探求するために焦点化し

た分析のデータサイエンスであり、世界的にも急速な進展を見せているデータサイエンスというジェ

ネラルな技法を、アジアユーラシア／人文研究へとローカライズすることによって社会実装するもの

である。社会統計とともに多言語テキストマイニング、衛星データの直接処理による GISを総合的に

利用する地域研究は、本申請プログラムの教育における卓越した特色である。

３）臨床人文学：close readingと distant readingの統合と社会実装

本申請プログラムは、文化の襞にまで視線を届かせる微視的な〈精読〉と、データとして現れる巨

大な社会潮流をデータサイエンスの技法によって鳥瞰的に把握する〈遠読〉との統合によってアジア

ユーラシアの社会動向を理解した上で、多言語多文化環境において力を発揮できるリーダーシップを

養成する教育プログラムであり、人文社会科学系の大学院教育における新領域を開拓し、卓越した教

育拠点たり得るものである。
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

（５）学長を中心とした責任あるマネジメント体制【２ページ以内】 
（学長の考える現状の大学院システムの課題と、学長のリーダーシップの下でそれに対してどのように取り組むか、
また、学長を中心として構築される責任あるマネジメント体制を確保するための取組、大学全体の中長期的な改革構
想の中での当該申請の戦略的な位置づけ、高度な「知のプロフェッショナル」を輩出する仕組みの継続性の担保と発
展性の見込みについて記入してください。） 

※ポンチ絵は不要です。

１）学長の考える現状の大学院システムの課題

大学院システムの課題として認識しているのは以下の 3点である。

・統合的な人間力の養成に向けた大学院システム改革：大学院が高度な専門性を養成するのは当然の

こととして、これからの世界の中で予想できない事態に対処していくためには、文理の専門性を超え

た高度なレベルの教養と、獲得された幅広い教養を問題解決のために適切に駆使していく編集力、そ

してダイバーシティ環境の中で他者とコミュニケーションを取りながら適切な問題解決の道筋を示

し、その方向性に向けて集団を統合していくリーダーシップと人間力が不可欠である。大学院システ

ムもまた、こうした人材養成の需要に応えるべく、改革を推進すべきである。

・高度な専門性を世界レベルに引き上げるための大学院システム改革：現代の大学院教育は上記のよ

うな人材養成を課題としなければならないが、同時に、我が国における学術の先端性を世界レベルに

まで引き上げるとともに、一方では我が国の優れた学知の伝統を後代に継承するために、専門性の高

度化に向けた不断の改革に取り組むべきである。

・地域社会・産業界と連携した大学院システム改革：現在の我が国の抱える人口減少などの困難、あ

るいは世界レベルにおける紛争、貧困などの諸課題は、SDGs の発想に基づきながらすべてのステーク

ホルダーが総力を挙げて取り組むべきであり、当然大学院における人材養成に当たっても、地域社会

や産業界と連携しながら養成すべき人材像の明確化や教育課程などについてイメージを共有すべきで

ある。

２）学長のリーダーシップの下でそれに対してどのように取り組むか

・統合的な人間力の養成に向けて：千葉大学では、「グローバル人材」養成と「データサイエンス」技

能の習得を全学共通の目的として掲げている。この方針の下に、平成 28年度には文理融合とグローバ

ル人材養成を掲げ、国際教養学部を新設し、さらに令和 2年度からは国際教養学部だけではなくすべ

ての千葉大学学生・大学院生に「全員留学」を課す方針を決めている。また、令和元年度からは、高

大接続から学部・大学院を一貫する「千葉大学モデル」データサイエンス教育を開始した。まずは、

このような実績を大学院に持ち上げ、大学院教育においても、文理等の組織の壁を越えて、すべての

大学院生が習得すべき高度な教養教育を設定する。これはすでに、グローバル・データサイエンス・

倫理などの範疇において高度教養教育を提供する「大学院共通教育」として、平成 30年度から試行さ

れ、令和元年度より始動している。学長のリーダーシップの下に、この「大学院共通教育」を全学の

大学院に横串を刺すかたちで定着させ、次いで、全学の大学院組織を横断する学融的履修プログラム

を企画している。

・高度な専門性の実現に向けて：18歳人口の減少とともに現存する大学の規模も一定程度縮減せざる

を得ない以上、過去のように学問領域をさらに細分化した小領域に至るまで専門家を常置することは

不可能である。だとすれば、学問領域の厚みや総合力を維持するためには、広域的な連携ネットワー

クを構築することによって、相互に特色ある資源を融通しながら、大学間を横断する専門的履修プロ

グラムを設定することを構想している。 

・地域社会・産業界との連携に向けて：千葉大学では令和元年に「地方創生戦略研究推進プラットフ

ォーム」を構築、さらに令和 4年度には、「地方創成高度人材育成のためのコンソーシアム」として再

構築し、地域社会のステークホルダーとの協働のもとに地方創生に取り組む姿勢を明確化している。

今後はこれを大学院における人材養成に 3 つの観点から反映させる。第一は、クロスアポイントメン

トに基づく産業界実務家教員による産学連携教育の拡大である。第二は、産業界から大学院生を受け

入れるためのリカレント教育プログラムの策定である。第三は、受託研究や高度専門的インターンシ

ップにより、大学院教育と産業界の交流をより拡大し、社会的ニーズに呼応する人材養成を実施した

上で、大学院修了者の産業界への進路を広範に確保していくことである。

以上の措置を、学長のリーダーシップの下に継続的に推進する。 
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

３）学長を中心としたマネジメント体制の構築

・千葉大学学内マネジメント体制：代表校である千葉大学においては、理事、副学長、外部有識者な

どを構成員として学長の直下に設置される「卓越大学院統括会議」が本申請プログラムの遂行に関し

て指導・助言を行う。さらに、プログラムの実施状況については、やはり学長の主催する経営戦略会

議において定期的に報告を行うとともに、経営協議会においても定期報告の上、助言を仰ぐ。令和 5

年度より千葉大学における二つの卓越大学院プログラムのコーディネーターと事務担当者が中心とな

り「卓越大学院プログラム連携協議会」を組織し、プログラム連携の方策などを議論する。理事や副

学長とともに、両プログラムの主要メンバーからなる「千葉大学卓越大学院プログラム合同運営会

議」を新たに組織し、両プログラムの教員間で大学院改革の方向性を共有するとともに、学長主導の

特別 FDの実施等を通してプログラムの連携体制を強化・改善する。加えて、本運営会議の下に「人文

系卓越大学院プログラム運営会議」を設置し、学内の理事や副学長、学長特別長補佐等から定期的に

助言を得る仕組みを構築している。令和 5年度以降、個別に対応していた運営体制を委員会編成とし

て組織的に整理し、連携企業の実務家を含むキャリアパス委員会を新設した。

・機関間連携マネジメント体制：なお、当初、連携大学の担当理事とプログラムコーディネーター、

副コーディネーターをメンバーとする「卓越大学院大学間連絡協議会」を設置し、この協議会が各大

学学長の下に直属して迅速に状況を報告・共有できる体制を整備した。令和 4年度より、当該協議会

の役割がカリキュラムの設計・実施等に及ぶ実質的なプログラムの管理を中心とすることに鑑み、よ

り機動性を持たせるべく、連携機関大学院研究科長・副科長等、教育組織の執行部等、実質的なプロ

グラム責任者により構成することとした。

・PDCA マネジメント体制：本プログラムの外部点検・評価を実施するために、アジアユーラシアに深

く関与している企業、法人などの幹部、あるいは外部有識者を招聘し卓越大学院にかかわる「ステー

クホルダー協議会」を設置する。当該協議会では、代表校である千葉大学学長の諮問を受けて、本プ

ロジェクトの運営について点検を行うとともに、改善点がある場合にはこれを学長に具申する。学長

はこれを受けて、プログラムコーディネーターに改善を指示するとともに、前掲「卓越大学院大学間

連絡協議会」のメンバーに通知し、課題を共有するものとする。

４）中長期的改革構想と本申請プログラムの位置づけ

千葉大学は、学長のリーダーシップのもとに、現在における改革構想を千葉大学 Visionとしてまとめ

ており、そのなかに Global Educationとして「世界に学び世界に貢献する人材の育成」を掲げてい

る。

・全学的大学院教育改革に向けたパイロットプログラム：千葉大学においては、国際未来教育基幹キ

ャビネット司令塔としながら、大学院教育課程の中に高度グローバル人材育成のための共通の仕組み

をビルトインすることを進めてきた。今後、全学的大学院教育改革として、大学院教育を統合的、横

断的に強化していくために新しいセンターを設置することを計画している。本申請プログラムは、千

葉大学全体の改革を構想する Visionに寄り添いながら、そこで試されたパイロットプログラムを、再

び全学の文理融合的研究構想、横断的大学院改革構想に向けてフィードバックし、波及的に拡張して

いく起点として機能する。

５）継続性と発展性

・広範な連携に基づく継続性の担保：本申請プログラムは、大学院組織としては千葉大学・岡山大

学・長崎大学・熊本大学・総合研究大学院大学が連携し、さらに海外連携大学、企業が参加する。こ

のように、本申請プログラムの実施に当たっては、産・学をはじめ多様な形態に基づく多様な組織に

よる連携を構築しているだけではなく、今後もこのネットワークの拡張を目指していく。本申請プロ

グラムは以上のような枠組のもとで遂行されるゆえに、相互に適切に資源を融通しながら、長期的に

はネットワーク全体の資源管理を合理化することで、教育にかかるパフォーマンスを低下させること

なく、組織をスリムに保つことができる。教育プログラムとしては、令和 5年度より大学院共通科目

を増設し、令和 6年度以降、他大学へも展開する。連携機関において共同の研究指導体制、評価基

準、共同開講授業を整備し、それぞれの大学の単位になる仕組みを作る。これらを通して、人文系大

学院の共通教育のモデルとなりうるプログラムを構築することを目指す。財政面においては、各連携

大学ともに大学全体として事業継続資金を担保している。 
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

（６）学位プログラムの継続、発展のための多様な学内外の資源の確保・活用方策【１ページ以内】 
（学位プログラムの継続、発展のための学内外資源に関し、①確保のための方策、②活用の方策について、様式５－
１、様式５－２との関連及び具体的な算出根拠を示しつつ、記入してください。） 

※ポンチは不要です。

学内外資源の確保・活用方策は以下の通りである。 

１）学内資源の確保と活用

・学内資源による必要なスタッフの雇用：現在代表校である千葉大学においては、厳しい財政事情に

より原則として新規採用人事を凍結しているが、状況は連携他大学においても極端に異なるわけでは

ない。今後本申請プログラムが進行すれば、本申請プログラムの遂行に当たって必要不可欠なスタッ

フについては、凍結を解除して自己財源によって雇用する。

・クロスアポイントメント制度の活用：産業界との連携を実質的に機能させるために有効な方法の一

つは、クロスアポイントメント制度の利用である。既に JTB総合研究所との間に実施しているクロス

アポイントメント制度を、学内資源として学長裁量経費を利用して、今後も恒常的に確保する。

・施設の相互無償提供：本申請プログラムは 5大学の連携によって出発するゆえに、一方ではインタ

ーネットを介した遠隔授業の実施を計画しているが、一方では 5大学のプログラム所属大学院生を一

堂に集めたワークショップを定期的に実施し、長時間のディスカッションを通して研鑽を積ませるこ

とを想定する。このような通常授業とは異なる授業形態を実施するゆえに、通常はスペースチャージ

を請求している学内のアクティブラーニング用スペース、研究用スペースを、学内資源負担によって

無償で提供する。また、他大学のプログラム所属大学院生が千葉大学を訪問する際には、もし学生宿

舎や留学生宿舎に空き部屋があれば、これも学内資源負担によって無償で提供するものとする。そし

てこうした方法は、可能であれば、連携に参加する各大学、ならびに大学共同利用機関においても同

様の互恵的措置を行うものとする。

・大学院教育への戦略的支援：その他、千葉大学では学内において共有されている大学院教育への戦

略的支援システムによって、以下のような支援を学内資源から継続的に受けることができる。（１）

企業の社員が在籍のまま博士後期課程に入学した場合には、入学金・授業料の全額免除を実施、

（２）優秀な留学生の入学金・学費免除、および奨学金給付、（３）プログラム所属大学院生の中か

ら優秀な大学院生には RAもしくは TA 経費を付与する、研究支援のための特別研究費を配分する、等

である。

２）学外資源の確保と活用

・国内連携機関：本申請プログラムでは、連携企業としてはイオン株式会社、JTB総合研究所、千葉

銀行において、連携研究機関としては国立歴史民俗博物館において、それぞれ現場に密着したリサー

チプロジェクトを実施することとしている。とりわけイオン株式会社、JTB総合研究所、千葉銀行に

おいては、香港や上海、バンコクなどの現地拠点におけるリサーチプロジェクトにおいて、教育研究

スペースや、現地オリエンテーションなどの供与を想定しているが、これらについては、連携に基づ

いて業務委託費の一部減免というかたちで支援を受ける。なお、イオン株式会社、千葉銀行において

は、大学院授業、ならびに大学院対象の特別講演会などの実施は寄附講義（寄附講演）をお願いして

おり、かかるかたちで学外資源の確保と活用が保証されている。

 なお、千葉大学では令和元年に、「地方創生戦略研究推進プラットフォーム」を立ち上げ、令和 4

年には、「地方創生高度人材育成のためのコンソーシアム」として再構築し、多様な地方創生戦略の

推進に向けて産官学の総力を結集することで合意している。この連携は、地方創生に向けて高等教育

の支援、大学との共同研究の推進等を謳っており、プログラム運営のための恒常的な支援を仰いでい

る。学内においては、令和 2年に改組により発足した学術研究・イノベーション推進機構（IMO）に

おいて、産学連携機能の強化、企業等とのコーディネート活動等の一層の推進をはかっている。こう

した取り組みを通して、本プログラムも現金換算可能な資産の提供を受けていく。 

 また、千葉大学基金の支援事業として卓越大学院プログラムの寄附項目を設置し、広く社会からの

支援を募っている。 

・国外連携機関：一方、国外における連携機関（浙江工商大学・ロシア人文大学）等においては、研

修時に利用する教室・会議室のスペースチャージを減免するなどの形で、学外資源の確保に充てる。
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様式２ 

（機関名：千葉大学  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称：アジアユーラシア・グローバルリーダー養成のための臨床人文学教育プログラム）

（７）大学院教育研究に係る既存プログラムとの違い【１ページ以内】 
＜プログラム担当者が、大学院教育研究にかかる既存のプログラムを継続実施中の場合のみ記載。それ以外の場合は
該当なしと記載。＞ 
（現在国の教育・研究資金により継続実施中である大学院教育研究に係るプログラム（博士課程教育リーディングプ
ログラム、その他研究支援プロジェクト等）に、当該申請のプログラム担当者が関わっている場合（プログラム責任
者として複数プログラムに関与している場合を除く）には、当該プログラム及び関与しているプログラム担当者の氏
名を明記の上、プログラムの内容、対象となる学生、経費の使用目的等、本プログラムとの違いを明確に説明してく
ださい。
特に博士課程教育リーディングプログラムについては、国の補助期間が終了している場合についても、継続されてい
るプログラムとの違いを上記にならい記述してください。）

※ポンチ絵は不要です。

該当なし。 

22




